
建設業においてフィリピンから新たに特定技能１号を入れる場合の

法定手続きについて

内容 審査期間 申請に係る費用 弊事務所報酬

MWO承認・DMW登録

a~g

60,000～

イ．JAC一般社団法人建設技能

人材機構入会

会員になる二つのルート

①63建設業者団体にの会員

②JACの賛助会員

JACは入会手続きの代行を不可にしてい

ます。諸手続きは企業側からお問い合わ

せをしてみてください。

２－３週間

計：150,000+α

内訳：

受入負担金

150,000/年一人

①団体ごとに異な

る。年会費数万円

が目安

②年会費

240,000

ア.建設キャリアアップシステ

ム（CCUS）登録 事業者・技

能者情報登録

現場機械導入カードリーダー等

オンライン講習（企業担当者が受講）

オンライン申請

・建設業許可書（直近に減・増資を行っ

ていた場合は資本金確認書類写し）

・加入社会保険等証明書類写し

（健康保険・年金保険・雇用保険・労災

保険・中小企業退職金共済・建設業退職

金共済）等

20,000～

助成金等あり

初年度：22,300～

内訳：

事業者登録料6,000

～（資本金により算

出）5年ごと

・管理者ID利用料

11,400/年

・技能者登録料

4,900

２－３週間

主な手続き・関係書類

Recruitment Agreement協定書（公証）

Application Form申請書

Copy of Business License/Permit

受入機関営業許可書の写し

Company Profilec企業プロフィール

Joint Affidavit of Undertaking

共同誓約宣誓供述書（公証）

a募集取決めの締結

Copy of the DMW License of SO

送出し機関DMW 営業許可書の写し
Copy of the passport of SO

送出し機関代表のパスポート
Copy of the passport of AO

受入れ機関代表のパスポート又は身分証
Manpower request/job order

求人票及び日本人スタッフの給料明細書

Company Registration登記簿謄本

b.c諸書類の承認＆

MWO大阪or（オンライン）で

の面接(英語のため、通訳同行

可)

d.e.f.g

DMWへ登録申請

MWOから承認を貰った諸書類

をフィリピンの送り出し機関

を経てDMWへ送付

DMWでセカンド承認・登録さ

れた雇用契約書のひな形等の

返却

１ヵ月

1-２ヵ月前後

初年度：

約310,000～

+α

内訳：

*フィリピン

エージェント費

用50,000～

*渡航費用

100,000

*フィリピン

エージェント管

理費10,000/月

*公証30,000

*書類取得・

郵送6,000

α（*通翻訳・

面接交通費等

実費）

100,000～

List of tasks,duties and responsibilit ies

and/ordescription of the occupational

category仕事・責任・職業の説明書

Salary breakdown給与内訳
Declaration of Consent of AO

送出し機関の同意宣言
Declaration of Consent of SO

受入れ機関の同意の宣言

Master Employment Contract/Written

Employment Conditions

雇用契約書・条件書



建設業においてフィリピンから新たに特定技能１号を入れる場合の

法定手続きについて

内容 審査期間 申請に係る費用 弊事務所報酬

100,000～

主な手続き・関係書類

1-２ヵ月前後

オンライン申請

・在留資格認定証明書交付申請書

・特定技能雇用契約書の写し

・雇用の経緯に係る説明書

・受入機関登録事項証明書・納税証明省

・技能検定３級の実技試験の合格証明書

の写し

・各誓約書

・等

50,000～

計：約8,500

内訳：

関係書類

取得手数料

約3,000

印紙5,500（値

上げ見込み）

要件

①建設業許可を受けていること

②建設キャリアアップシステム登録完了

③JACの会員

④申請前５年間に建設業法に基づく監督

処分を受けていないこと

⑤特定技能外国人と同じ職種での正社員

の募集を行っていること

⑥外国人の人数が、常勤の職員数を超え

ないこと。

⑦特定技能外国人の待遇を正社員と同等

若しくは同等以上とすること

⑧特定技能外国人の受入後に、労働安全

衛生法に基づく特別教育などの安全衛星

教育を行うこと。

⑨特定技能外国人の受け入れ後に、５年

間の在留機関を見据えた技能の向上を図

るように努めること。

オンライン申請

基本情報+上記9つの要件を満たすことが

証明できる関係書類 例：会員証明書、

ハローワーク求人票、就業規則等

ウ．国土交通省
建設特定技能受入計画認定申請

エ．高松出入国在留管理局

特定技能在留資格認定証明書

交付申請

1-２ヵ月前後

関係書類

取得手数料

約3,000


